
 

   

  

  

                                                   

 

 

 せっかく遺言書を残してあっても発見されないリスクがあります。また、遺言書が一通であるという保証はありません。 

さらに、自筆証書遺言などは原則として家庭裁判所で検認を受ける必要があります。 

● 遺言書の検認 

遺言書（公正証書及び自筆証書で法務局において保管されている遺言を除きます。）の保管者又はこれを発見した相続人は、遺言者の死亡を知った後、 

遅滞なく遺言書を遺言者の最後の住所地の家庭裁判所に提出して、その「検認」を請求しなければなりません。 

また、封印のある遺言書は、家庭裁判所で相続人等の立会いの上開封しなければならないことになっています。 

検認とは、相続人に対し遺言の存在及びその内容を知らせるとともに、遺言書の形状、加除訂正の状態、日付、署名など検認の日現在における遺言書の 

内容を明確にして遺言書の偽造・変造を防止するための手続です。遺言の有効・無効を判断する手続きではありません。 

 

● 遺言書の検索 

1. 公正証書遺言書及び秘密証書遺言書の検索 

平成元年（東京都内は昭和56年）以降に作成された公正証書遺言又は秘密証書遺言であれば、日本公証人連合会において、全国的に、公正証書遺言等を 

作成した公証役場名、公証人名、遺言者名、作成年月日等をコンピューターで管理していますから、最寄りの公証人役場でその作成の有無をすぐに確認することができます。 

遺言検索に係る費用は無料とされています。なお、公正証書原本閲覧の手数料は１回につき200円、公正証書謄本交付については、１枚250円×紙枚数とされています。 

 

2. 自筆証書遺言書の検索 

令和2年7月10日以降は、法務局で自筆証書遺言を保管してもらえる制度が開始されましたので、関係相続人等は遺言者の死亡後、法務局で自筆証書遺言の 

保管の有無の確認ができます。また、法務局で保管されていた場合には、あらかじめ遺言者が指定した1名に対して遺言書の保管の旨が通知されます。 

さらに、「遺言書保管事実証明書」（1通につき、800円）及び「遺言書情報証明書」（1通につき、1,400円）の交付を受けることができます。 

 

                                                                （文責：山本和義） 

令和7年6月30日 

日 
No.385 

 

3分で分かる 相続対策のキモ（肝） ～その25～ 

遺言書が残されていた場合に期待される効果 その11（遺言書の検認と検索） 


